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１-(１）要約 （日本創成会議）

○人口減少の要因は、２０～３９歳の若年女性の減少と
地方から大都市圏（特に東京圏）への若者の流出の２点。

○推計によると、2040年には全国896の市区町村が
「消滅可能性都市」に該当。うち、523市区町村は人口が
1万人未満となり、消滅の可能性がさらに高い。

○少子化対策と東京一極集中対策を同時に行う必要がある。

○根拠なき「悲観論」は益にはならない。国民が基本認識を
共有し、適切な対策を打てれば、人口の急減を回避し、
将来安定的な人口規模を得ることができる。
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４ 人口減少の２つの要因１-(２）人口減少の２つの要因 （日本創成会議）

第 の要因 歳若年女性人 の減少第１の要因：２０～３９歳若年女性人口の減少
○９割以上の子供が この層から 生まれる。
○第二次ベビ ブ ム世代はすでに４０歳 それ以下の○第二次ベビーブーム世代はすでに４０歳。それ以下の

世代の人数は急減。

第２の要因：人口の社会移動
○地方から大都市圏への若者の流出＝人口の再生産力の喪失○地方から大都市圏への若者の流出＝人口の再生産力の喪失。
○止まらない「東京一極集中」⇒人口移動の流れを変える

ことが必要。とが必要。
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１-(３）「消滅可能性都市」とは （日本創成会議）

産 「 歳 年 性 考

「消滅可能性都市」の定義

○人口の再生産力＝「20～39歳の若年女性人口」と考える。

「消滅可能性都市」の定義

2010年から2040年にかけて、20～39歳の若年女性人口が
5割以下に減少する市区町村5割以下に減少する市区町村

消滅可能性⇔持続可能性

○例えば、ある自治体で、生まれてから20～39歳になるま

でに 男女ともに3割程度の人口流出があるとするでに、男女ともに3割程度の人口流出があるとする。

○出生率1.4が続くとすると、概ね30～40年後に若年女性

は現在の5割に減少するは現在の5割に減少する。

○減少を回避し人口を維持するためには、直ちに2.8～2.9
の出生率が必要だが 実現は難しいの出生率が必要だが、実現は難しい。
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１-(４）「消滅可能性都市」の推計結果 （日本創成会議）

○2040年に若年女性人口が5割以下に減少する市区町村（「消滅可能○2040年に若年女性人口が5割以下に減少する市区町村（「消滅可能
性都市」）は全国1799のうち、896にのぼる。

2010年から2040年の20～39歳の若年女性人口の変化率でみた自治体数

「消滅可能性都市」（８９６自治体）の
人口規模別にみた内訳

維持・増加 １５自治体（０．８％）

３割未満減少

２６９自治体

1万人以上

5万人未満

自治体

人口規模別にみた内訳

５割以下減少

８９６自治体

４９ ８％３割以上

１５.０％ ３１６自治体

全体の

１７．６％1万人未満

５２３自治体

全体の

５万人以上
１０万人未満
４０自治体４９．８％３割以上

５割未満減少

６１９自治体

３４．４％

全体の

２９．１％

４０自治体
全体の
２．２％

１０万人以上
１７自治体

全体の
０．９％

消滅の可能性が高い「消滅可能性都市」

（出典）国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口推計」より作成。
※福島県は調査対象外。

4



１-(５）全国の「消滅可能性都市」の分布（日本創成会議）

2040年の日本

消滅可能性都市のうち、２０４０年に
人口が１万人未満の市区町村（５２３）

消滅可能性都市のうち、２０４０年に
人口が１万人以上の市区町村（３７３）人口が１万人以上の市区町村（３７３）

※福島県は調査対象外
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○消滅可能性都市は全国の自治体の49 8％

１-(６）都道府県別・「消滅可能性都市」の比率（日本創成会議）

○消滅可能性都市は全国の自治体の49.8％。
○秋田県は大潟村を除いたすべての自治体が「消滅可能性都市」。その後青森県

（87.5％）、島根県（84.2％）と続く。もっとも割合が低いのは愛知県（10.1％）。

都道府県別・消滅可能性都市の比率
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海
道

森
県

手
県

城
県

田
県

形
県

島
県

城
県

木
県

馬
県

玉
県

葉
県

京
都

奈
川
県

潟
県

山
県

川
県

井
県

梨
県

野
県

阜
県

岡
県

知
県

重
県

賀
県

都
府

阪
府

庫
県

良
県

歌
山
県

取
県

根
県

山
県

島
県

口
県

島
県

川
県

媛
県

知
県

岡
県

賀
県

崎
県

本
県

分
県

崎
県

児
島
県

縄
県

6



１-(７）人口減少の受け止め （日本創成会議）

・ 当分の間、我が国では人口減少は避けられない

・ 一番の問題は、人口が減り続ける状態になっていること

→ ２つのアンバランスが生ずる
・ 年齢構成のアンバランス（社会保障等の崩壊）
・ 国土利用のアンバランス（極点社会の出現）

・ ２つのバランスを回復させ、どこかで人口減少を止める
こと。すぐには、結果は出ないが、それまでの間（相当
長期間に渡って）、総合的な対策を実行し続けること。
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○2008年の1億2808万人をピークに減少に転換。中位推計で2050年に

２-(１）日本の総人口の推移と推計

（2008年）

○2008年の1億2808万人をピ クに減少に転換。中位推計で2050年に
9708万人となる見通し。
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（出典）総務省「国勢調査」、国土庁「日本列島における人口分布の長期時系列分析」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口」
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２-(２）超長期の将来推計人口

○老年人口（65歳以上）も2042年の3878万人をピークに減少に○老年人口（65歳以上）も2042年の3878万人をピ クに減少に
転じるが、総人口はすでに減少に転じているため、高齢化率
は41％程度まで上昇し続ける。

【中位推計-合計特殊出生率1.35】

2010年 2020年 2030年 2040年 2050年 2060年 2100年 2110年

万人

2010年 2020年 2030年 2040年 2050年 2060年 2100年 2110年

総人口 12,806 12,410 11,662 10,728 9,708 8,674 4,959 4,286

老年人口
（65歳以上）

2,948 3,612 3,685 3,878 3,768 3,464 2,039 1,770

高齢化率 23.0% 29.1% 31.6% 36.1% 38.8% 39.9% 41.2% 41.3%

生産年齢生産年齢
人口

(15～64歳)

8,174 7,341 6,773 5,787 5,001 4,418 2,473 2,126

年少年少人口
（～14歳）

1,684 1,457 1,204 1,073 939 792 447 391

（出典）国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口」
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２-(３）年齢階層別にみた人口減少の推移

○人口減少は「３つの減少段階」を経て進む すでに全国の自治体の○人口減少は「３つの減少段階」を経て進む。すでに全国の自治体の
４４％（７９４市区町村）が「第２段階」「第３段階」に達している。

131140 0～14歳 15～64歳

2010年を100 として各年の推計値を指数化した。
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３-(１) 出生率と出生数の推移

○2013年に出生率が1 43に回復。しかし出生数は約103万人で

万人 5300
第1次ベビーブーム（1947～1949）

最高の出生数2 696 638人
第2次ベビーブーム
（ 年）万人

○2013年に出生率が1.43に回復。しかし出生数は約103万人で
過去 少。
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３-(２) 出産の現状（晩産化）①

○団塊ジュニア世代の「駆け込み出産」により 全出生児の全３割は３５歳以上の○団塊ジュニア世代の「駆け込み出産」により、全出生児の全３割は３５歳以上の
母親から出生。２０代、３０代前半は減少。

○現在の３０代前半以下の出生数がこのまま下落すれば、少子化は一気に加速する。

年齢階級 出生数（ 年 去最 ） 前年と 増減 較

出生児数

年齢階級別出生数（2013年102万9820人過去最小）の前年との増減比較

2500

5000

‐2500

0

19歳以下 20‐24 25‐29 30‐34 35‐39 40歳以上

全出生児の27％
母の年齢

‐5000

2500

‐10000

‐7500

（出典）厚生労働省「人口動態統計」）（2013年）
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３-(３）出産の現状（晩産化）②

○第１子（４８万人）の内 約２０％が３５歳以上の母親から出生○第１子（４８万人）の内、約２０％が３５歳以上の母親から出生。
⇒３０代後半以降の初産では「２人目」はなかなか困難。

○人口急減社会回避には 晩婚・晩産化傾向を断ち切ることが重要○人口急減社会回避には、晩婚 晩産化傾向を断ち切ることが重要。

第１子を出産した母親の年齢別割合
～19歳
2.4％

40歳以上

3 8％

第１子を出産した母親の年齢別割合
計４８万人 出産時の母の平均年齢３０．４歳

20～24歳
12.7％

25～29歳
32.9％

30～34歳
31.6％

35～39歳
16.6％

3.8％

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

（出展）厚生労働省「若者（15～39歳）の意識に関する調査」（2013年）．
・男性の未婚理由：「経済的余裕がない」が1位。・子供が増やせない理由：「子育てや教育にお金がかかりすぎる」が突出（複数回答66.7％）
・約4割の女性が「初産は25～30歳未満ですべき」と回答。 13



３-(４）主要国の合計特殊出生率の推移

○フランスは1995年の1 7から2012年には2 01まで上昇

フランス・スウェーデン・日本 アジア諸国

○フランスは1995年の1.7から2012年には2.01まで上昇。
スウェーデンは1999年1.50から2012年には1.91まで上昇。

3 50

4.00 
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（出典）国立社会保障・人口問題研究所「人口統計資料集」他
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３-(５) 都道府県別合計特殊出生率
○ 高は沖縄県の1.94。 低は東京の1.13で極端に低い。

（出典）厚生労働省「人口動態統計」全国
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３-(６）東京圏における晩婚化・晩産化
東京都の平均初婚年齢は全国平均より女性1.1歳、男性1.3歳高く、第１子出生年齢は女性1.5歳、男
性1.6歳高い。
東京都の未婚率は、20歳代は全国平均より女性6％、男性5％高く、30歳代は全国平均より女性
8％、男性7％高い。
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高度成長期 安定成長 バブル経済 2000年代以降

４-(１) 人口移動(転入超過数)の推移
○戦後３度の大都市圏への人口移動を通じ、地方から累計1147万人の若年人口が流出した。

60 

35.8万人

1961年 2013年

高度成長期 安定成長・バブル経済

2011年

2000年代以降

東日本大震災
万人

40  東京圏

21.8万人

20  大阪圏

名古屋圏

7.4万人 9.6万人

－6.5千人

‐20

0 
6 5千人

－147人

－9万人

‐40 

‐20 

地方圏

‐60 

人
東京圏 ：千葉県、埼玉県、東京都、神奈川県

‐80 

地方圏からの転出超過ピーク－65万人

（出典）総務省「住民基本台帳人口移動報告」

名古屋圏 ：三重県、愛知県、岐阜県
大阪圏 ：京都府、大阪府、兵庫県、奈良県
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４-(２) 東京圏への転入超過数

○東日本大震災後 転入超過数は減少したが 昨年は震災前の水準を○東日本大震災後、転入超過数は減少したが、昨年は震災前の水準を
上回っており、東京圏への転入は拡大いている。

住民基本台帳転入超過数（三大都市圏・他道県合計）万人

8

10

住民基本台帳転入超過数（三大都市圏・他道県合計）

2010年 2011年 2012年 2013年

万人

4

6

0

2

他道県合計 東京圏 名古屋圏 大阪圏

6

‐4

‐2
他道県合計 東京圏 名古屋圏 大阪圏

‐10

‐8

‐6

東京圏 （東京都 神奈川県 埼玉県 千葉県合計）
名古屋圏（愛知県 岐阜県 三重県合計）

（出典）総務省統計局住民基本台帳人口移動報告（2010年―2013年）

名古屋圏（愛知県 岐阜県 三重県合計）
大阪圏 （大阪府 兵庫県 京都府 奈良県合計）
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４-(３) 東京圏への転入超過数

○東京圏への転入超過数の大半は２０-２４歳 １５-１９歳が占める○東京圏への転入超過数の大半は２０２４歳、１５１９歳が占める。
大卒後就職時、大学進学時の転入が考えられる。

東京圏 年齢階層別転出 超過数（ 年） 90歳以上万人

12

東京圏の年齢階層別転出入超過数（2010～2013年） 90歳以上

85～89
80～84
75～79

8

10
75 79
70～74
65～69
60～64

25-29歳

25-29歳

25-29歳

25-29歳転

入

4

6
55～59
50～54
45～49
40～44

20-24歳
+52,000人 20-24歳

+48,000人

20-24歳
+57,000人

20-24歳
+51,000人

入

2

40～44
35～39
30～34
25～29

15-19歳
+30,000人

15-19歳
+30,000人

15-19歳
+27,000人

15-19歳
+27,000人

‐2

0 20～24
15～19
10～14
5 9

転

出

（出典）総務省統計局住民基本台帳人口移動報告（2010年―2013年） 東京圏：東京、神奈川、埼玉、千葉各都県合計 グラフ内の人数は百人以下四捨五入

‐4

5～9
0～4歳2010年 201１年 2012年 2013年

出
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４-(４) 主要都市人口が全人口に占める割合

○東京の人口シェアは他先進国の主要都市に比べて高く、かつ現在○東京の人口シェアは他先進国の主要都市に比 て高く、かつ現在
も上昇を続けている。

30

35

％
東 京

20

25

15

20 パリ

5

10
ロンドン

ニューヨーク

ローマ

0
1950 1955 1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000 2005 2010

ベルリン

年

※東京は 都 県の合計

（出典）UN,World Urbanization Prospects,The 2011 Revision.

※東京は一都三県の合計
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４-(５）各国の都市間人口移動

1.5
2

日本(2003‐2011、％)
1.5

ドイツ（2003‐2010、％）

0 5
0

0.5
1

0.5

1

‐2
‐1.5
‐1

‐0.5

‐0.5

0

‐3.5
‐3

‐2.5

‐1.5

‐1

出所：OECD LEED（Local Economic and Employment Development）調べ２０１４ 21



４-(６）日・独・西・英・米の地域間人口移動

3 5

イングランド・ウェールズ

（2003‐2008、％）
2

アメリカ

（2003‐2010、％）

1 5

スペイン

（2003‐2008、％）

1 5
2

2.5
3

3.5

1

1.5

0.5

1

1.5

‐0 5
0

0.5
1

1.5

‐0.5

0

0.5

‐0.5

0

0.5

‐2
‐1.5
‐1

‐0.5

‐1.5

‐1

‐1.5

‐1

出所：OECD LEED（Local Economic and Employment Development）調べ２０１４ 22



５ 人口減少のメカニズム
○大都市への「若者流入」が人口減少に拍車をかけた。

人口移動（若年層中心 これまで３期）

都市 若者流 」 減少 車を 。

人口移動（若年層中心、これまで３期）

地 方 ３大都市（特に東京圏）

晩婚化、晩産化、少子化

（人口流出+低出生率） （超低出生率）

人口減少人 減少
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６-(１）東京圏・大阪圏・名古屋圏の問題

○2040年までに、特に近郊市において高齢化が一挙に進む。○2040年までに、特に近郊市において高齢化が 挙に進む。

2010→40年に、東京圏における15～64歳の→ 年 、東京圏 おける 歳
生産年齢人口は6割に低下する。

（出典）第９回社会保障制度改革国民会議・国際医療福祉大学大学院高橋泰教授提出資料（次頁も同じ）
24



2010→40年75歳以上増減率

大阪圏 名古屋圏

吹田
高槻

小牧

大阪市

吹田

枚方

東大阪

名古屋津島

一宮

北名古屋

小牧

瀬戸

豊田

大阪狭山

堺市

和泉

岡崎

新城

刈谷

常滑

和泉
豊橋

※都市名は、大阪府内、愛知県内の各二次医療圏の代表的な都市を指す。
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６-(２）東京圏は高齢化に伴い医療・介護サービスが大幅に不足

/逆に地方はサービスが過剰に。

※第９回社会保障制度改革国民会議（平成25年4月19日）
国際医療福祉大学大学院高橋泰教授提出資料

（２０４０年）
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医療介護の余力
（２０４０年）
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７-(１）経済財政運営と改革の基本方針（骨太の方針）

（平成２６年６月２４日閣議決定）（平成２６年６月２４日閣議決定）
第１章
「アベノミクスのこれまでの成果と今後の日本経済の課題」

４．日本の未来像に関わる制度・システムの改革

・望ましい未来像に向けた政策推進（抜粋）

●人口急減・超高齢化に対する危機意識を国民全体で共有し、５０

年後に１億人程度の安定した人口構造を保持することを目指す。

●とりわけ、地域の活力を維持し、東京への一極集中傾向に歯止●とりわけ、地域の活力を維持し、東京 の 極集中傾向に歯止

めをかけるとともに、少子化と人口減少を克服することを目指した

総合的な政策の推進が必要であり このための司令塔となる本部総合的な政策の推進が必要であり、このための司令塔となる本部

を設置し、政府一体となって取り組む体制を整備する。 28



まち・ひと・しごと創生本部

７-(２）まち・ひと・しごと創生本部の組織体制

まち・ひと・しごと創生会議
○設置根拠：本部長決定
○構成：

○設置根拠：閣議決定
○構成：

本部長 総理大臣
議長 総理大臣
副議長 地方創生担当大臣、官房長官
議員 ・経済財政担当大臣、少子化担当

大臣 復興大臣 総務大臣 財務

本部長 総理大臣
副本部長 地方創生担当大臣、官房長官
本部員 他の全ての国務大臣

※その他必要に応じて本部長が出席を求める
大臣、復興大臣、総務大臣、財務
大臣、文部科学大臣、厚生労働
大臣、農林水産大臣、経済産業
大臣、国土交通大臣
・民間有識者

※その他必要に応じて議長が出席を求める

まち ひと しごと創生本部幹事会
まち・ひと・しごと創生本部事務局

まち・ひと・しごと創生本部幹事会
○設置根拠：本部長決定
○構成：

議長 地方創生担当大臣

○設置根拠：総理決定
○構成：

事務局長 官房副長官（事務）
議長代理 地方創生担当副大臣、

官房副長官（事務）
副議長 地方創生担当大臣政務官、

総理大臣補佐官 官房副長官補

事務局長 官房副長官（事務）
事務局長代行 ・総理大臣補佐官（地方創

生等担当）
・官房副長官補（内政）

総理大臣補佐官、官房副長官補
議員 事務局長代理、

全事務次官・長官

事務局長代理 （３名）
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基 本 方 針 （案） 資料２

平成２６年９月１２ 日

７-(３）

平成２６年９月１２ 日
まち・ひと・しごと創生本部決定

１．基本目標

地方が成長する活力を取り戻し 人口減少を克服する そのために 国民が安心して働き 希望通り結婚し子育てができ 将来に夢や希望を持つ地方が成長する活力を取り戻し、人口減少を克服する。 そのために、国民が安心して働き、希望通り結婚し子育てができ、将来に夢や希望を持つ

ことができるような、魅力あふれる地方を創生し、地方への人の流れをつくる。人口減少・超高齢化という危機的な現実を直視しつつ、景気回復を全
国津々浦々で実感できるようにすることを目指し、従来の取組の延長線上にはない次元の異なる大胆な政策を、中長期的な観点から、確かな結果
が出るまで断固として力強く実行していく。

２ 基本的視点２．基本的視点

50 年後に１億人程度の人口を維持するため、「人口減少克服・地方創生」という構造的な課題に正面から取り組むとともに、それぞれの「地域の特
性」 に即した課題解決を図ることを目指し、以下の３つを基本的視点とする。

（１）若い世代の就労・結婚・子育ての希望の実現（１）若い世代の就労 結婚 子育ての希望の実現
・人口減少を克服するため、若い世代が安心して働き、希望通り結婚・出産・子育てをすることができる社会経済環境を実現する。

（２）「東京一極集中」の歯止め
・地方から東京圏への人口流出（特に若い世代）に歯止めをかけ、地方に住み、働き、豊かな生活を実現したい人々の希望を実現する。

東京圏の活力の維持・向上を図りつつ、過密化・人口集中を軽減し、快適かつ安全・安心な環境を実現する。東京圏の活力の維持 向上を図りつつ、過密化 人口集中を軽減し、快適かつ安全 安心な環境を実現する。

（３）地域の特性に即した地域課題の解決
・中山間地域等において、地域の絆の中で高齢者をはじめ全ての人々が心豊かに生活できるよう、小さな拠点における制度縦割りを排除した

「多世代交流・多機能型」の生活サービス支援を推進する。
・地方中枢拠点都市及び近隣市町村、定住自立圏における「地域連携」を推進し、役割分担とネットワークを形成することを通じて、地方における地方中枢拠点都市及び近隣市町村、定住自立圏における 地域連携」を推進し、役割分担とネットワ クを形成する とを通じて、地方における

活力ある経済圏を形成し、人を呼び込む地域拠点としての機能を高める。
・大都市圏等において、過密・人口集中に伴う諸問題に対応するとともに、 高齢化・単身化を地域全体で受け止める「地域包括ケア」を推進する。

３．検討項目と今後の進め方

（１）検討項目 各本部員は、基本目標の実現のため、以下の項目について集中的に検討を進 め、改革を実行に移す。
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７-(４）

① 地方への新しいひとの流れをつくる
② 地方にしごとをつくり、安心して働けるようにする
③ 若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる
④ 時代に合った地域をつくり、安心なくらしを守る
⑤ 地域と地域を連携する⑤ 地域と地域を連携する

（２）今後の進め方 まち・ひと・しごと創生本部は、人口減少克服・地方創生のための「司令塔」 として、まち・ひと・しごと創生会
議等における議論を統括し、必要な施策を随時実行していく。このため、国と地方が総力をあげて取り組むための指針とし
て、国の「長期ビジョン」と「総合戦略」を年内にも決定するとともに、地方における取組を積極的に支援していく。
政策の企画立案・実行に当たっては、地方創生担当大臣において調整し、一元的・効果的・効率的に政策を実施する。

４．取り組むに当たっての基本姿勢

人口減少克服・地方創生のためには、具体的な政策目標を掲げ、その実現に向けて従来型の発想にとらわれず英知を結
集し、あらゆる効果的な政策手段を総動員しなければならない。「縦割り」を排除するとともに、個性あふれる「まち・ひと・し集し、あらゆる効果的な政策手段を総動員しなければならない。 縦割り」を排除するとともに、個性あふれる まち ひと し
ごと」創生のため、全国どこでも同じ枠にはめるような手法は採らない。そのためには、地方自治体等が主体的に取り組むこ
とを基本とし、その活気あふれる発意をくみ上げ、民間の創意工夫を応援することが重要となる。 本部員は、こうした点を踏
まえ、以下の基本姿勢で取り組む必要がある。

① 的確・客観的な現状分析と将来予測を踏まえた、中長期を含めた政策目標
（数値目標）を設定の上 効果検証を厳格に実施し 効果の高い政策を集中的に実施する 「バラマキ型」の投資などの（数値目標）を設定の上、効果検証を厳格に実施し、効果の高い政策を集中的に実施する。「バラマキ型」の投資などの
手法は採らない。

② 各府省庁の「縦割り」を排除し、ワンストップ型の政策を展開する。例えば、地域再生のためのプラットフォームを整備す
るとともに、地方居住推進のためのワンストップ支援や小さな拠点における生活支援など、同じような目標・手法の施策
は統合し、効果的・効率的に実施する。

③ 減 を克 す 域 効 的 効率的な社会 経済 新 な構築を 税制 方交 税 社会③ 人口減少を克服するための地域の効果的・効率的な社会・経済システムの新たな構築を図り、税制・地方交付税・社会
保障制度をはじめとしたあらゆる制度についてこうした方向に合わせて検討する。

④ 地方の自主的な取組を基本とし、国はこれを支援する。国と地方及び地方自治体間で連携・協働するとともに、地域に
根ざした民間の創意工夫を後押しする。

⑤ 現場に積極的に出向き、地域における先進・成功事例だけでなく、成功には至らなかった事例も含め、得られた知見を⑤ 現場 積極的 出向き、地域 おける先進 成功事例だけでなく、成功 は至らな た事例も含め、得られた知見を
今後の政策展開に生かす。
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８-(１）人口減少社会への対応

極点社会の到来と東京のブラックホール化を回避するために。

○国民の希望が叶った場合の「希望出生率」の実現を基本目標とし、
結婚をし、子どもを産み育てたい人の希望を阻害する要因を除去する。結婚を 、 を産 育 希 を阻害す 要 を除去す 。

○若者が家庭を持ちやすい環境づくりのため、雇用・収入の安定、子育て
支援に取り組む また 男性の育児参画を促進し 長時間労働を是正する支援に取り組む。また、男性の育児参画を促進し、長時間労働を是正する。

○必要な費用は 「高齢者世代から次世代への支援」の方針の下○必要な費用は、「高齢者世代から次世代への支援」の方針の下、
高齢者対策の見直しにより捻出する。

○東京一極集中に歯止め。地域資源を活かした産業を創出し、生まれ

育ったふるさとで家庭を持ち、生涯を過ごせる社会を実現する。
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８-(２）国民の「希望出生率」の考え方

○国民の「希望出生率 1 8 を目標とする○国民の「希望出生率」＝1.8 を目標とする。

希望出生率 ＝ {(既婚者割合×夫婦の予定子ども数)＋(未婚者割合×未婚結婚希望割合×

未婚女性の理想子ども数)}×離別等効果

＝｛(34％×2 07人）＋（66％×89％×2 12人）｝×0 938＝｛(34％×2.07人）＋（66％×89％×2.12人）｝×0.938 

≒ 1.8

※各数値は厚生労働省「出生動向基本調査」より

○出生率1 8は 20歳代後半の結婚割合（現在40％）が60％になれば可能○出生率1.8は、20歳代後半の結婚割合（現在40％）が60％になれば可能。

○20歳代前半の結婚割合（現在8％）が25％になれば、出生率2.1も可能。

※「希望出生率」は政策の妥当性を判断する「評価指標」として活用すべ
き 国民に押し付けるようなことがあってはならないき。国民に押し付けるようなことがあってはならない。
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８-(３）東京一極集中に歯止め

○基本目標を「地方から大都市への『人の流れ』を変えること」○基本目標を「地方から大都市への『人の流れ』を変えること」○基本目標を「地方から大都市への『人の流れ』を変えること」、
特に『東京一極集中』に歯止めをかけることに置く。

○基本目標を「地方から大都市への『人の流れ』を変えること」、
特に『東京一極集中』に歯止めをかけることに置く。

⇒地方の人口減少の 大要因は、若者の大都市への流出。これが、日本全体の少子地方 人 減少 大要因 、若者 大都市 流出。 れ 、 本 体 少子

化に拍車をかけている。

⇒地方から大都市への『人の流れ』を変えること、特に『東京一極集中』に歯止め

をかけることが基本目標 少子化対策とともに首都直下地震対策にも有効をかけることが基本目標。少子化対策とともに首都直下地震対策にも有効。

※2020年の東京五輪を視野に置き、対応を急ぐ必要がある。

○地域の多様な取り組みを支援○地域の多様な取り組みを支援

◇「若者に魅力のある地域拠点都市」に投資と施策を集中することが重要。

⇒人口減少に即応した「新たな集積構造」の構築

○地域の多様な取り組みを支援。○地域の多様な取り組みを支援。

⇒人口減少に即応した「新たな集積構造」の構築；

「ｺﾝﾊﾟｸﾄな拠点」＋「ﾈｯﾄﾜｰｸ」形成、自治体間の「地域連携」「地方法人課税改革」

⇒地域経済を支える基盤づくり

地域資源を活かした産業、スキル人材の地方へのシフト、農林水産業の再生

⇒地方へ人を呼び込む魅力づくり

地方大学の再編強化、地方企業への就職支援、「全国住み替えマップ」、ふるさと地方大学の再編強化、地方企業 の就職支援、 全国住み替え ップ」、ふるさと

納税の推進、都市からの住み替え支援優遇税制、観光振興

⇒都市高齢者の地方への住み替えを支援 34



８-(４）超長期の人口・高齢化比率推計

○2025年に出生率1 8 2035年に2 1が実現すれば 人口は1億人弱○2025年に出生率1.8、2035年に2.1が実現すれば、人口は1億人弱
で安定する。高齢化率も27％程度に抑えることができる。

ケースA 2025年1.8 ８,１０１万人(安定しない) ▲４,７０５万人 ３１．５% （2095年）

ケースB 2025年1.8→2035年2.1 ９,４６６万人(安定) ▲３,３４０万人 ２６．７% （2095年）

前提（出生率） 2010年－2090年 高齢化率2090年の人口

ケースC 2025年1.8→2040年2.1 ９，３７１万人(安定) ▲３,４３５万人 ２６．７% （2100年）

ケースD 2025年1.8→2050年2.1 ９，２００万人(安定) ▲３,６０６万人 ２６．７% （2105年）

ケースE 2030年1.8→2050年2.1 ８，９４５万人(安定) ▲３,８６１万人 ２６．７% （2110年）

中位仮定 TFR=1.35 ５，７２０万人（安定しない） ▲７,０８６万人 ４１．２％ （2100年）
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９ 過去の国家戦略・国土開発計画

年 名称 ポイント年 名称 ポイント

1960 所得倍増計画 太平洋ベルト地帯構想

1962 全国総合開発計画（一全総）
地域間の均衡ある発展 拠点開発方式による工業
の分散

全国総合開発計画（ 全総）
の分散

1969 新全国総合開発計画（二全総）
豊かな環境の創造・大規模プロジェクト（新幹線、
高速道路、情報通信等）による開発

1972 日本列島改造論 工業再配置と交通・情報通信全国ネットワーク

1977
第三次全国総合開発計画
（三全総）

人間居住の総合的環境の整備 「定住圏構想」
（三全総）

1980 大平政策研究会 田園都市構想

1987
第四次全国総合開発計画
（四全総）

多極分散型国土の構築 交流ネットワーク構想
（四全総）

1988 ふるさと創生事業
地方交付税交付団体に国が使い道を問わない1億
円交付。正式名「自ら考え自ら行う地域づくり事業」

1998 ２１世紀の国土のグランドデザイン
多軸型国土構造を目指す長期構想（５０年先）実現
の基礎づくり

2005 国土形成計画法制定 ※国土総合開発法（１９５０）の改正2005 国土形成計画法制定 ※国土総合開発法（１９５０）の改正

2008 国土形成計画
成熟社会にふさわしい国土の質的向上
全国計画と広域地方計画
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○「人口減少社会」の実像と「今後の対応」のあり方に関し国民の基本認識の共有を図ることが必要。根拠なき「楽観論」

１０ 基本認識の共有

や「悲観論」でなく、正確かつ冷静に認識する必要がある。

１．「人口減少社会」の実像；「楽観論」は危険である

【第１の論点】本格的な人口減少は ５０年 １００年先の遠い将来の話

２．「今後の対応」のあり方；「非観論」は益にならない

【第１の論点】もはや少子化対策は手遅れ 手の打ちようがないのでは【第１の論点】本格的な人口減少は、５０年、１００年先の遠い将来の話
ではないか。

○遠い将来のことではない。地方の多くは、既に高齢者を含め
て、人口が急激に減少する深刻な事態を迎えている。

【第１の論点】もはや少子化対策は手遅れ、手の打ちようがないのでは。

【第 の論点】「出生率向上 政策 左右されな な か

○少子化対策は、早ければ早いほど効果がある。出生率改善
の５年の遅れが安定人口の３００万人減少を招く。

【第２の論点】人口減少は、日本の人口過密状態の改善に寄与し、
適度な密度で人が住むような状態になるのではないか。

○日本は地方と大都市間の「人口移動」が激しい。このまま推
移すれば ①地方の「人口急減・消滅」と②大都市（特に東京

【第２の論点】「出生率向上」は、政策では左右されないのではないか。

○出生率は、政策展開によって変わり得る（仏、スウェーデン）。
日本の少子化対策は国際的に低水準。今後抜本的に強化
すれば効果は期待できる。

【第３の論点】近年、日本の出生率が改善しているので、このま ま
行けば、自然と人口減少は止まるのではないか。

移すれば、①地方の「人口急減 消滅」と②大都市（特に東京
圏）の「人口集中」とが同時進行していくこととなる。

【第３の論点】 「子育て支援」が十分な地域でも、出生率は向上してな い
のではないか。

○日本の出生率向上には、「子育て環境」だけでなく、「結婚・出
産の早期化」や「多子世帯の支援」 「人の流れを変えること」

○日本は今後若年の女性数が急速に減少するため、出生率
が少々上昇しても、出生数自体は減少し続ける。仮に出生率
が人口置換水準（合計特殊出生率＝2.1）となっても、数十年
間は総人口は減少し続ける。

【第４の論点】都市部（東京圏）への人口集中がなくなると、生産性が 向
上せず、経済成長ができないのではないか。

産の早期化」や「多子世帯の支援」、「人の流れを変えること」
が必要。総合的な対策によって出生率向上は期待できる。

○都市部も地方があ そ持続的 成長する ｢東京 極集

【第４の論点】人口減少は、地方だけの問題であって、都市部は人口
も減っていないし、大丈夫ではないか。

○都市部（東京圏）も近い将来本格的な人口減少期に入る。 【第５の論点】海外からの移民しか、人口問題を解決できないのでは。

○都市部も地方があってこそ持続的に成長する。｢東京一極集
中」は、欧米の「地域分散構造」に比べ特異で、唯一の成長モ
デルではない。

○都市部（東京圏）も近 将来本格的な人 減少期に入る。
地方の人口が削減すれば、都市部への人口流入がなくな
り、いずれ都市部も衰退する。

【第５の論点】海外からの移民しか、人口問題を解決できないのでは。

○出生率の不足分をカバーするような大規模な移民は、現実
的な政策ではない。出生率が改善することこそが、人口減少
に歯止めをかける道である。 37



１１ 今後の論点、注意点等

人口減少は生産性の向上で克服できるのではないか・ 人口減少は生産性の向上で克服できるのではないか。

・ これまでは東京への集積が経済を牽引。今後は地方分

散 大丈夫か散で大丈夫か。

・ 単なるバラマキにならないか。結局は公共事業の実施に

終るのではないか。

・ 地方においても拠点都市に集中させるか、分散か。

・ 拠点都市の形成がミニ東京とならないか。

・ 東京の労働力（人材不足）をどうするのか。東京の労働力（人材不足）をどうするのか。

・ 各省バラバラの予算要求、「拠点」の概念の整合性をどう

図るのか図るのか。

・ 人口減少の要因は、市町村毎に異なる。市町村毎の処

方箋に基づき対策を実行することが必要ではないか方箋に基づき対策を実行することが必要ではないか。
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○地域によって自然増減 社会増減の影響度は異なる

１２ 2040年推計人口への社会増減・自然増減の影響度

○地域によって自然増減、社会増減の影響度は異なる。
○例えば、北海道では社会増減、東京都では自然増減の影響度が大きい。

北海道 東京都
188市区町村の影響度の分布 62市区町村の影響度の分布

自然増減の影響度が大きい 自然増減の影響度が大きい

1 2 3 4 5 総計

0 3 8 7 3 21
0.0% 1.6% 4.3% 3.7% 1.6% 11.2%

0 8 18 3 1 30

社
会
増

1

1 2 3 4 5 総計

1 1 13 16 17 48
1.6% 1.6% 21.0% 25.8% 27.4% 77.4%

2 3 3 2 10

社
会
増

1

0 8 18 3 1 30
0.0% 4.3% 9.6% 1.6% 0.5% 16.0%

2 27 7 0 51
1.1% 14.4% 3.7% 0.0% 27.1%

1 17 28 3 1 50
8.0%

15

増
減
の
影
響
度

2

3

2 3 3 2 10
3.2% 4.8% 4.8% 3.2% 0.0% 16.1%

3 0 0 1 0 4
4.8% 0.0% 0.0% 1.6% 0.0% 6.5%

0 0 0 0 0 0

増
減
の
影
響
度

3

2

1 17 28 3 1 50
0.5% 9.0% 14.9% 1.6% 0.5% 26.6%

1 14 17 3 1 36
0.5% 7.4% 9.0% 1.6% 0.5% 19.1%

4 57 98 23 6 188

度
が
大
き
い

総計

4

5

0 0 0 0 0 0
0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

0 0 0 0 0 0
0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

6 4 16 19 17 62

度
が
大
き
い

総計

5

4

注）影響度の考え方：社人研の市区町村別推計データと、2030年までに出生率2.1、および転出入が±ゼロになった場合の推計データとを比較する。

自然増減の影響度：2030年までに合計特殊出生率＝2.1を実現した場合の社人研推計に対する人口増減率

１＝100％未満 ２＝100～105％ ３＝105～110％ ４＝110～115％ ５＝115%以上の増加

2.1% 30.3% 52.1% 12.2% 3.2% 100%
総計

9.7% 6.5% 25.8% 30.6% 27.4% 100.0%
総計

（出典）日本創成会議・北海道総合研究調査会資料

社会増減の影響度：2030年までに合計特殊出生率＝2.1を実現し、かつ転出入が±ゼロになった場合の、社人研推計で2030年までに合計特殊出生率＝2.1と

なった場合に対する人口増減率 １＝100％未満 ２＝100～110％ ３＝110～120％ ４＝120～130％ ５＝130%以上の増加
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１３ 地方創生のために

１ 地方への新しいひとの流れをつくる

２ 地方にしごとをつくり、安心して働けるようにする

３ 若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる

４ 時代に合った地域をつくり、安心なくらしを守る

５ 地域と地域を連携する
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１４ まち・ひと・しごと創生政策の考え方 平成26年９月１９日

◎現在及び過去の地方創生・少子化対策は十分な効果をあげていない。

１．「タテ」＝府省庁別の「縦割り」の問題タテ」 府省庁別 縦割り」 問題
○特に、住民が行政サービス等を利用する段階が問題。例えば、地方移住支援は、居住、就労、

医療、教育などワンストップの支援体制が必要にもかかわらず、各省バラバラで対応。

「 律横並び２．「ヨコ」＝一律横並びの問題
○地域の特性を考慮せず、全国一律の「枠」にはめる施策が多い。プロジェクト事業では、「小粒

で、似たような」事業を全国で多数採択。

３．「セン」＝施策が地域に浸透していない～「浅い（セン）」
○多くの施策が自治体止まり。住民、企業、金融機関等を巻き込んでいない。地域協議会も形式

的なものに止まり 人材も不足 「深み」のある「政策パッケージ」を立案・推進することが必要的なものに止まり、人材も不足。「深み」のある「政策パッケ ジ」を立案 推進することが必要。

４．「タン」＝短期的な思考
○政策が成果を出すためには、一定の時間が必要。モデル事業という形で単年度ベースの政策○政策が成果を出すためには、 定の時間が必要。モデル事業という形で単年度 スの政策

や短期間で変更・廃止を繰り返している。
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◎「総合戦略」の策定には、『時間軸』、『国と地方の“共同作業”』、
『社会増対策と自然増対策の“同時推進” の３ が必要『社会増対策と自然増対策の“同時推進”」の３つが必要。

１．『時間軸』

○「総合戦略」は、取組が急がれる「緊急的施策」と、中長期的な構造改革が必

要とされる 「中長期的施策」の２本立てとする。

「緊急的施策」は 本年末の２７年度予算編成に反映・「緊急的施策」は、本年末の２７年度予算編成に反映。

・「中長期的施策」は、地方による「地方版総合戦略」の策定（２７年度中）を踏まえ、

２８年度以降の予算編成に反映。年度以降 予算編成 反映。

２．『国と地方の“共同作業”』

○「総合戦略」は 地方自治体などの意見や提案を十分に聴いて作成する○「総合戦略」は、地方自治体などの意見や提案を十分に聴いて作成する。

○地方が「地方版総合戦略」を策定する際には、国は財政面だけでなく人材面

の支援 （人材を派遣する等「ハンズオン支援」）を展開することが重要。の支援 （人材を派遣する等 ン オン支援」）を展開する とが重要。

３．『社会増対策と自然増対策の“同時推進”』

○「社会増対策」 地方の総合力の強化（東京 極集中に歯止め）○「社会増対策」＝地方の総合力の強化（東京一極集中に歯止め）、

「自然増対策」＝出生率向上を阻害する要因の除去、を同時に推進する。
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参考（参考）
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１ 2040年若年女性増加率上位都市とその特徴（日本創成会議）

社人研
類型 特徴市 村

人口移動が収束しない場合

2010年 2010年 2040年 2040年 若年女性人口変化率 若年女性人口変化率

総人口 20-39歳女性 総人口 20-39歳女性 （2010→2040） （2010→2040）

1 石川県 川北町 かわきたまち 6,147 864 7,906 1,001 15.8% 10.9% 産業誘致型
金沢市、小松市に通勤可能。日本ディスプレイの立地により
財政的にも安定。

2 秋田県 大潟村 おおがたむら 3,218 311 2,868 358 15.2% 8.0% 産業開発型
独立独歩による農業の産業化に成功。一人当たりの住民税
額も２位の秋田市を大きく上回る。

東京 横浜市 川崎市 ク が良く宅地開発が

類型 特徴No 都道府県名 市区町村

3 神奈川県 横浜市都筑区 つづきく 201,271 27,357 270,271 31,020 13.4% 1.1% ベッドタウン型
東京２３区、横浜市、川崎市へのアクセスが良く宅地開発が
盛ん。

4 福岡県 粕屋町 かすやまち 41,997 6,977 57,173 7,766 11.3% -0.3% ベッドタウン型 福岡市に隣接。

5 宮城県 富谷町 とみやまち 47,042 6,441 61,273 6,978 8.3% 6.0% ベッドタウン型 仙台市に隣接。

6 富山県 舟橋村 ふなはしむら 2,967 378 3,361 406 7.5% 7.9% ベッドタウン型 富山市に隣接。村内にスーパーはない。

7 鳥取県 日吉津村 ひえづそん 3,339 422 3,657 450 6.8% -2.4% 産業誘致型
米子市に隣接。王子製紙、ジャスコの立地などあり財政的に
も安定。

8 福岡県 志免町 しめまち 43,564 6,378 51,398 6,684 4.8% -4.5% ベットタウン型 福岡市に隣接。

府9 大阪府 田尻町 たじりちょう 8,085 1,108 8,531 1,150 3.8% -4.7% 公共財主導型 関西国際空港の立地により財政的に安定。

10 京都府 木津川市 きづかわし 69,761 9,539 84,958 9,896 3.7% -3.2% 公共財主導型 関西文化学術研究都市の一画を占める。

11 群馬県 吉岡町 よしおかまち 19,801 2,598 24,199 2,648 1.9% -4.0% ベットタウン型 前橋市、高橋市、渋川市にそれぞれ隣接。

12 愛知県 日進市 に しんし 84 237 11 842 103 147 12 056 1 8% 7 8% 学園都市型 多くの大学の立地に加え 名古屋市 豊田市に隣接12 愛知県 日進市 にっしんし 84,237 11,842 103,147 12,056 1.8% -7.8% 学園都市型 多くの大学の立地に加え、名古屋市、豊田市に隣接。

13 埼玉県 吉川市 よしかわし 65,298 8,815 76,443 8,961 1.7% -7.7% ベットタウン型 大規模宅地開発が盛ん。

14 愛知県 幸田町 こうたちょう 37,930 5,466 43,520 5,538 1.3% -8.9% 産業誘致型 中部工業団地等、自動車関連産業が盛ん。

15 埼玉県 滑川町 なめがわまち 17 323 2 371 21 445 2 391 0 8% -7 9% ベットタウン型 東京のベットタウンとして 宅地開発が盛ん15 埼玉県 滑川町 なめがわまち 17,323 2,371 21,445 2,391 0.8% -7.9% ベットタウン型 東京のベットタウンとして、宅地開発が盛ん。

16 愛知県 みよし市 みよしし 60,098 7,941 67,808 7,907 -0.4% -6.6% 産業誘致型 自動車関連企業が多く立地。

17 広島県 広島市安佐南区 あさみなみく 233,733 34,226 275,118 33,622 -1.8% -9.1% ベットタウン型 新交通システムにより住宅増。

18 奈良県 香芝市 かしばし 75 227 10 175 83 551 9 992 -1 8% -7 1% ベットタウン型 大阪近郊の高級住宅地。18 奈良県 香芝市 かしばし 75,227 10,175 83,551 9,992 1.8% 7.1% ベットタウン型 大阪近郊の高級住宅地。

19 愛知県 高浜市 たかはまし 44,027 5,807 50,353 5,669 -2.4% -8.6% 産業誘致型
自動車関連企業が多く立地。窯業も盛ん。老人介護福祉の
整備も進む。

20 佐賀県 鳥栖市 とすし 69,074 9,406 77,944 9,180 -2.4% -8.7% 産業誘致型
九州最大の交通の要衝。市が物流拠点戦略を推進し、企業
立地が盛ん。 44



２ 「都市雇用圏」による経済圏の分析 （経済産業省）
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３ 経済圏の人口の流入（2005-2012年）
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４ 経済圏の人口の流出（2005-2012年）
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東京への人口集中の背景の一つとして 大企業の本社機能の集中があり 東証一部上

５ 東京と地方の大企業の立地状況

東京への人口集中の背景の つとして、大企業の本社機能の集中があり、東証 部上
場企業の本社の６割は首都圏に立地する。ただし、地方圏にも数は少ないが国内や世界
の市場で大きなシェアを占める企業の立地も見られる。

東証一部上場企業の地域別割合
地方に本社を有し、国内や世界に大きな

シェアを有する企業の例

所在都市 分野四国地方

Ａ社
北九州市
（福岡県）

産業用ロボット

Ｂ社
阿南市

（徳島県）
白色LED

20 71%

1.91%
0.95%

2.24%

中国地方
九州地方

首都圏以外

近畿地方

（徳島県）

Ｃ社
今治市

（愛媛県）
造船

Ｄ社
鳥取市

（鳥取県）
超音波センサー、
赤外線セ サ

50.28%

20.71%
39.90%

首都圏以外

東京23区

Ｄ社
（鳥取県） 赤外線センサー

Ｅ社
諏訪市

（長野県）
インクジェットプリンター

Ｆ社
忍野村

多関節ロボ ト

52.24%

1.40%

10.72%

60.10%北関東
首都圏（南関東）

東京都
中部地方

Ｆ社
忍野村

（山梨県）
多関節ロボット

Ｇ社
仙台市

（宮城県）
生活用品

0.62%
1.35%東北地方

北海道

（出典）日経シェア調査2014年版等
東京証券取引所ＨＰ「東証上場会社情報サービス」の一部上場企業
検索結果（2014.3.3時点）より作成

（出典）：
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６ 都道府県ごとの開業や立地状況
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７ 都市部から地方部への人口移動に関する取組
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８ 「域外市場産業」と「域内市場産業」の成長力の違い
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９ 製造業：グローバルニッチトップ企業等の所在状況
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１０ 技術シーズの事業化の支援機関
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１１ 中小企業・小規模事業者による地域資源の活用

54



１２ 都道府県別就業者数の変化
○地方の雇用の減少を食い止めているのは医療・介護分野

2005年から2010年の就業者数の変化（産業計／医療・介護）2010年と2005年の差
（千人）

100

150

東京都

0

50

-50

0

-150

-100

医療介護 産業計

産業計

医療・介護

-200

150

北
海

青
森

岩
手

宮
城

秋
田

山
形

福
島

茨
城

栃
木

群
馬

埼
玉

千
葉

東
京

神
奈

新
潟

富
山

石
川

福
井

山
梨

長
野

岐
阜

静
岡

愛
知

三
重

滋
賀

京
都

大
阪

兵
庫

奈
良

和
歌

鳥
取

島
根

岡
山

広
島

山
口

徳
島

香
川

愛
媛

高
知

福
岡

佐
賀

長
崎

熊
本

大
分

宮
崎

鹿
児

沖
縄海

道
森手城田形島城木馬玉葉京奈

川
潟山川井梨野阜岡知重賀都阪庫良歌

山
取根山島口島川媛知岡賀崎本分崎児

島
縄

（出典）総務省「国勢調査」
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１３ 地方金融機関の資金供給の課題（預貸率)
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１４ 地方の大学をどう立て直すか

57



１５ 機能連携広域経営型 ～地方中枢拠点都市（圏）・定住自立圏構想～(総務省)
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１６「地方中枢拠点都市」イメージ例示
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１７ 街の外縁の拡大が自治体行政に与える影響
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１８ 再開発・コンパクトシティの取組事例
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１９ 都市人口の縮小によるサービス提供機能と雇用の消失

サービス施設の立地する確率が50％及び80％となる自治体の人口規模(三大都市圏を除く)

77 500人 92 500人

0人～ 5千人～ 1万人～ 2万人～ 5万人～ 10万人～ 20万人～ 50万人～

百貨店

52,500人32,500人

275,000人

飲食料品小売業

500人

ハンバーガー店

500人
2,500人 7,500人

喫茶店

77,500人 92,500人

小売小売

宿泊・飲食サービス宿泊・飲食サービス
175,000人 275,000人

飲食店

百貨店

スターバックス・コーヒー
大型ショッピングセンター

人口10万人以上の都市（概ね17,500人

42,500人 175,000人

フィットネスクラブ

カラオケボックス業

87,500人62,500人生活関連サービス生活関連サービス

37,500人

博物館・美術館

17,500人5,500人

遊戯場

飲食店

映画館
人口10万人以上の都市（概ね
30万人以上の都市圏に相当）

には高度なサービス施設が
立地

5,500人 6,500人

学習塾

175 000人

77,500人

学術・開発研究機関

175,000人125,000人

大学

57,500人 87,500人

27,500人500人
5,500人

学術研究、学術研究、
教育・学習支援教育・学習支援

275 000人

一般病院一般診療所

博物館 美術館

30万人以上の都市圏 (注)

は2010年・・・64

医療医療・福祉・福祉

175,000人
,

500人 4,500人

介護老人福祉施設

27,500人8,500人

42,500人

32,500人

介護療養型医療施設

125,000人

62,500人

275,000人

介護老人保健施設

9,500人 22,500人

訪問介護事業

救命救急センター 2050年・・・45 へ激減

対企業サービス対企業サービス

9,500人6,500人

57,500人

87,500人
公認会計士事務所

275,000人

77,500人

27,500人17,500人

税理士事務所

500人

金融金融

郵便局 銀行

法律事務所

有料老人ホーム 地方のサービス業の雇用が
消失するおそれ

（地方の第3次産業の就業比率は65％）
法律事務所

（出典）各種資料を基に国土交通省国土政策局作成
（注）三大都市圏を除く。

（地方の第 次産業の就業比率は ）
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２０ コンパクトな拠点とネットワーク
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２１「小さな拠点」
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○全国を1km2毎の地点でみると、人口が半分以下になる地点が現在の居住地域の６割以上を占める。

２２ 地域消滅を防ぐには、日常を支える機能の維持がポイント

○しかし、非都市地域でも小学校の周辺の地域では集落が残れる可能性。
○そのためには、日常を支える機能を残せるか否かがポイント。

将来人口推計

2010年
人口
（万人）

2050
年
人口
（万人）

減少率 人口増減率別1kmメッシュ割合
（対居住メッシュ）

半減以下 0以上
50％

増加

うち非 うち50％
未満減

うち非
居住化

うち50％
以上減

全国 12,806 9,708 ▲24% 63% 19% 44% 35% 2%

滅

小学校からの距離別の人口推計
（非都市＝用途地域外）

非都市内の
小学校数
＝8889

地域消滅のおそれ

中心集落には人口
が残る可能性

注）1kmメッシュ将来
推計人口は国土交
通省国土政策局推
計による。

注）用途地域及び
小学校データは、国
土交通省国土政策
局「国土数値情報」
による。
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２３ 山間地域でも千人規模の集落に毎年1世帯＋男女2人（計5人)の
移住 （又は流出抑制）ができれば小中学校を廃校せずに維持可能

山間地域のモデル集落（人口1000人）の人口推計

【小中学生人口】人

2010年人口ピラミッド

2050年人口ピラミッド

１世帯＋男女２人が移住するケース

２世帯＋男女４人が移住するケース

年人 ラ ッ
趨勢推計人口 移住（5人/年）見込 移住（10人/年）見込み

廃校
移住しないケース

％【集落人口及び高齢化率】人

注１）国土交通省国土政策局推計による。
注２）山間地域の男女別・年齢別人口比率から、人口1000人の集落の人口を

設定し、コーホート変化率法を用いて将来人口を推計したものである。
注３）0～4歳の推計には、2010年のこども女性比を用いた。出生率に換算する

と概ね1.47人である。
注４）年間10人移住のケースでは、30歳代前半の夫婦と0～4歳のこども1人

の世帯が2世帯と、20歳代前半の男女各2人の移住があるものと仮定した。
年間5人移住はその半分の移住を仮定した。
移住の仮定については、小田切徳美、藤山浩編著「地域再生のフロンティ
ア」p306～p309を参考とした。

注５）山間地域は農林水産省が定めた農業地域類型のうちの「山間農業地域」注５）山間地域は農林水産省が定めた農業地域類型のうちの「山間農業地域」
とした。昭和25年現在の旧市町村単位で指定され、林野率80%以上かつ耕
地率10%未満の市町村である。
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２４-(１）「東京在住者の今後の移住に関する意向調査」
○移住する予定または移住を検討したいと思っている人は約40％。○移住する予定または移住を検討したいと思っている人は約 。
Ｕターンや二地域居住を行ってみたい人は約30％。

【Ｑ1】移住予定、または移住を検討したいか？ 【Ｑ2】Ｕターンや二地域居住を行ってみたいか？

○全体（1200人）の40.7%が「移住予定、または検討したい」 ○全体の29.3%がUターン希望。27.9%が二地域居住を希望。

（うち、関東圏以外の出身者300人の49.7%が「移住予定、または検討したい）

○男女ともに10・20代の意向が比較的強い（46.7%）
男性では、50代も強い（50.8％）

（出典）内閣官房 まち ひと しごと創生本部（2014）「東京在住者の今後（出典）内閣官房 まち・ひと・しごと創生本部（2014）「東京在住者の今後
の移住に関する意向調査」：東京都在住18～69歳の1200人を対象にイ
ンタネット調査。8月末に実施。「今後移住する、または検討したい」は、
「今後1年」「今後5年をめど」「今後10年をめど」「時期は決まっていない
が検討したい」の合計。

○Ｕターンは男女ともに10.20代、男性の40代の意向が比
較的強い。 二地域居住は男女ともに60代の意向が比較
的強い。 67



２４-(２)「東京在住者の今後の移住に関する意向調査」

○移住の理由や重視する点などは、年齢階層で大きく異なる。

10 20代 30代 40代 50代 60代

○移住の理由や重視する点などは、年齢階層で大きく異なる。
○10～40代では「スローライフ志向」「生活コストへの関心」が特徴。

【Ｑ3】移住したいと思ったきっかけは？
10 20代 30代 40代 50代 60代

【Ｑ4】移住したい理由は？（複数回答）

出身地 43% スローライフ 48% スローライフ 40% スローライフ 39% 食・水・空気 52%
スローライフ 27% 出身地 35% 出身地 37% 出身地 34% スローライフ 46%
家族・知人 27%
出身地 54% 出身地 51% 食・水・空気 41% 出身地 46% スローライフ 38%

男性

女性

10.20代 30代 40代 50代 60代
就職 29% 早期退職 29% 早期退職 32% 早期退職 49% 定年退職 46%

転職 16% 転職 23% 介護 21% 介護 12% 介護 16%

子育て 16% 結婚 21% 子・孫と同居 16%

子育て 21%

結婚 39% 子育て 26% 介護 25% 早期退職 34% 定年退職 38%

10.20代 30代 40代 50代 60代

男性

家族・知人 41% 家族・知人 36% 気候 34% 家族・知人 46% 食・水・空気 35%女性
結婚 39% 子育て 26% 介護 25% 早期退職 34% 定年退職 38%

子育て 32% 結婚 19% 早期退職 18% 介護 24% 子・孫と同居 9%

妊娠・出産 20%
女性

○10‐30代男性は就職・転職、10－30代女性は結婚・子
育て 40代からは男女ともに介護が主なき かけ

○男女共に10‐30代の約40％は出身地に戻ることを希望している。
○男性には年齢に関係なくスローライフ志向が強い。

仕事 59% 仕事 58% 生活コスト 61% 生活コスト 57% 生活コスト 55%
生活 買物環境 療 福祉 療 福祉

60代

男性

10.20代 30代 40代 50代

育て、 40代からは男女ともに介護が主なきっかけ。

【Ｑ5】移住を考える上で重視する点は？（複数回答）

公共交通 48% 働き口 56% 生活の利便性 44% 働き口 38% 医療・福祉 50%
男性

10.20代 30代 40代 50代 60代

【Ｑ6】移住する上での不安・懸念点は？（複数回答）

交通の利便性 52% 生活コスト 50% 買物環境 56% 医療・福祉 41% 医療・福祉 39%
子育て環境 31%

生活コスト 70% 仕事 51% 生活コスト 52% 生活コスト 56% 医療・福祉 71%
買物環境 66% 買物環境 51% 人間関係 50% 交通の利便性 56% 買物環境 65%
子育て環境 48% 子育て環境 36% 買物環境 56%

人間関係 6%

男性

女性

働き口 43% 給与が下がる 44% 働き口 41% 人間関係 33% 生活の利便性 30%
住居 30%

働き口 66% 働き口 43% 働き口 57% 生活の利便性 37% 生活の利便性 53%
公共交通 54% 公共交通 34% 生活の利便性 46% 公共交通 37% 医療・福祉 53%
給与が下がる 54% 人間関係 37% 住居 53%

男性

女性

人間関係 56%
医療・福祉 46%

（その他の質問）『移住を希望しない人が挙げる理由』：公共交通の利便性が良くない 今の生活に不満がない 日常生活の利便性が良くな

○男女共に「仕事」「子育て環境」と同時に 「生活コスト」へ
の関心が高い。

住居 37%

○男女ともに、働き口や賃金への懸念が強い。

（その他の質問）『移住を希望しない人が挙げる理由』：公共交通の利便性が良くない、今の生活に不満がない、日常生活の利便性が良くな
い、働き口が見つからない（全数結果の上位4項目）。『移住を希望する上で困っている点』：特にＩターン、Ｕターン希望者で「情報が十分でな
い」（40%弱）「情報の入手先がわからない」（30%弱）を挙げる人が多い。
（その他の調査）内閣府（2014）「農山漁村に関する世論調査」
「都市地域住民の農山漁村地域への定住願望の有無」：2005年「有」20.6% ⇒ 2014年「有」31.6%
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２４-(３)「東京在住者の今後の移住に関する意向調査」

○移住の理由や重視する点などは、年齢階層で大きく異なる。

【Ｑ3】移住したいと思ったきっかけは？

○移住の理由や重視する点などは、年齢階層で大きく異なる。
○「スローライフ志向」「生活コストへの関心」が特徴。

【Ｑ4】移住したい理由は？（複数回答）

【Ｑ6】移住する上での不安・懸念点は？（複数回答）【Ｑ5】移住を考える上で重視する点は？（複数回答）

（その他の質問）『移住を希望しない人が挙げる理由』：公共交通の利便性が良くない、今の生活に不満がない、日常生活の利便性が良くな
い、働き口が見つからない（全数結果の上位4項目）。『移住を希望する上で困っている点』：特にＩターン、Ｕターン希望者で「情報が十分でな
い」(40%弱）「情報の入手先がわからない」（30%弱）を挙げる人が多い。（その他の調査）内閣府（2014）「農山漁村に関する世論調査」「都市
地域住民の農山漁村地域への定住願望の有無」：2005年「有」20.6% ⇒ 2014年「有」31.6%
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